
産学官連携制度一覧表 
（令和３年２月改定版） 

 

 

制度 共同研究 受託研究 学術指導 奨学寄附金 

 
 

概要 

企業等と大学の研究者 

が、同一の研究テーマに

ついて協力・分担して研

究を行いう制度です。 

企業等からを大学に研究

を委託する制度です。大

学は、実績報告書により

研究成果を報告します。 

大学の研究者が、学術的

な観点から技術コンサル

ティング等を行う制度で

す。 

企業等や個人から資金面

でご支援いただき、本学

の教育・学術研究水準の

向上に活用する制度で 

す。 

契約 
あり あり あり なし 

 
 

経費と
金額 

直接経費及び間接経費 

（直接経費の額の30%）

を負担いただきます。 

また、企業から大学へ共

同研究員を派遣する場 

合、研究料を別途負担い

ただきます。 

直接経費及び間接経費 

（直接経費の額の30%）

を負担いただきます。 

直接経費及び間接経費 

（直接経費の額の30%）

を負担いただきます。 

寄附者の任意の金額を寄

附していただきます。 

秘密保持
義務 

あり 

（研究終了後３年間） 

あり 

（研究終了後３年間） 

あり 

（学術指導終了後３年

間） 

なし 

 
 

大学の
研究成果
の取扱い 

大学の社会的使命を踏ま

え、秘密保持義務を遵守

したうえで公表します。 

大学の社会的使命を踏ま

え、秘密保持義務を遵守

したうえで公表します。 

大学の社会的使命を踏ま

え、秘密保持義務を遵守

したうえで公表します。 

（基本的には、学術指導

の実施により研究成果が

得られることは想定され

ません。） 

研究成果については、教

育・学術研究水準の向上

に活用し、ひいては社会

への還元を図ります。 

知的財産
権の取扱

い 

発明に対する寄与の割合

に応じて共有となりま

す。 

大学に単独で帰属しま

す。 

発明が得られた場合、そ

の取扱いについては協議

のうえ決定します。 

大学に単独で帰属しま

す。 

大学の
知的財産
権の帰属 

学内規定に基づき、大学

に承継するか研究者に帰

属するかケースバイ・ケ

ースで決定します。 

学内規定に基づき、大学

に承継するか研究者に帰

属するかケースバイ・ケ

ースで決定します。 

学内規定に基づき、大学

に承継するか研究者に帰

属するかケースバイ・ケ

ースで決定します。 

学内規定に基づき、大学

に承継するか研究者に帰

属するかケースバイ・ケ

ースで決定します。 

実績
報告書 

あり あり なし なし 

税制上の
優遇措置 

※税理士、

税務署等に

ご確認くだ 

さい。 

特別試験研究費の額に係

る税額控除制度（オープ

ンイノベーション型）の

対象です。 

特別試験研究費の額に係

る税額控除制度（オープ

ンイノベーション型）の

対象です。 

なし 寄附者が法人の場合、全

額「損金」に算入するこ

とができます。 

 


